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研究要旨 

 本邦各地において「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築に向けての取り

組みが進められている。本システムを持続可能（sustainable）なものとするには、早期相

談・介入を当初から組み入れる必要がある。早期段階での対応により精神疾患の発症予防

や軽症化が期待され、また罹患した際においても早期の社会参加や社会復帰が可能となる。

このような、システムにおける「入口と出口」への対応により、システムの運用を機能的

にも保健医療福祉財政的にも、より現実的かつ理想的なものとすることができる。早期相

談・介入の社会実装においては、都市への人口や機能の集中、地方の人口や産業の減少、

少子高齢化、増加する在留外国人、経済的格差などの、「地域差・地域特性」を考慮した

提案が不可欠である。本研究の目的は、同地域包括ケアシステムの理念のもとで、わが国

の保健医療体制および行政システムの中で実施可能な、メンタルヘルスや精神疾患の早期

相談・支援の仕組みを提案することである。本研究をMEICIS（メイシス、Mental health

 and Early Intervention in the Community-based Integrated care System）と名付け

研究・実践を行ってきた。本邦の地域特性の典型と考えられる４か所のモデル地域（京浜

地区［大田区、横浜市鶴見区］、秋田県、東京都足立区、埼玉県所沢市）を設定し、その

特性を踏まえた具体的な早期相談・支援の体制の在り方を検討し、社会実装の可能性が高

く政策提言につながる取り組みを実践した。また、コロナ禍において、ICT（情報通信技術、

Information and Communication Technology）を利用した取り組みを一層推し進めた。

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」が、地域において有用で住民の理解・支

持を得た機能と仕組みになるためには、各地域の特性を十分に考慮した早期相談・支援体

制を実装することが必要である。同システムは、国連がSDGsに掲げる「誰一人取り残さな

い」という理念を共有するものであり、地域特性とも関連する多様（diverse）なニーズに

応え、利用しやすい（accessible）システムを、高い有効性と有用性が期待される早期段階

（mental health and early intervention）をその中心に据えて構築することが不可欠で

ある。 

 

研究・実践１．地域特性を考慮した早期相

談・介入モデルの構築 

 

1. A. 研究目的 

 研究の目的は、「精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム」のもとで、わが国

の保健医療体制および行政システムを踏ま

え実施可能な、メンタルヘルスや精神疾患

の早期段階からの相談・支援の仕組みを提

案・検証することである。 

地域包括ケアシステムにおいては、それ

ぞれの地域特性を十分に考慮する必要があ

る。本研究においては、本邦の典型を示す

複数のモデル地域を設定し、地域を問わず

利用できる手法とともに、地域特性を踏ま

えた具体的な早期相談・支援の体制を提案

し実施する。 
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（ⅰ）精神障害に対応した地域包括ケアシ

ステム 

 精神疾患の社会的損失が世界的に強調さ

れる中、本邦でも5疾病5事業として精神科

医療連携体制の構築が求められ、医療、障

害福祉、介護保険事業の3計画が連動し、重

層的な連携による「精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム」の構築が進められ

ている。本システムを持続可能（sustaina

ble）なものとするには、早期相談・支援を

当初から組み入れる必要がある。すなわち、

精神保健医療的な問題の早期段階での対応

により、メンタルヘルスの維持や精神疾患

の発症予防・軽症化が期待され、また罹患

した際においても、早期の社会参加や社会

復帰が可能となる（Kessler et al., 2005; 

根本ら, 2016; 根本ら, 2020）。このよう

な、システムにおける「入口と出口」への

対応により、システムの運用を機能的にも

保健医療福祉財政的にも、より現実的かつ

理想的なものとすることができる（図1）。 

 

 

図1 「精神障害にも対応した地域包括ケア

システム」への早期相談・支援の導入 

 

（ⅱ）早期相談・支援の社会実装 

 わが国の精神保健医療福祉施策は、入院

から地域ケア中心型への移行を推進してい

るが（Kida et al., 2020; 根本, 2020; Ne

moto et al., 2014）、サービスを地域で支

えていくには、上述のように、精神障害の

顕在発症もしくは重症化を防ぎ、高水準で

の社会包括を可能にする、早期介入の概念

を取り入れ実施する必要がある。その重要

性は世界的に広く認識され、研究から臨床

実践段階に移行している。世界各国で薬

物・心理的治療技法に関するガイドライン

が作成され、わが国においても「早期精神

病ガイダンス（日本精神保健・予防学会, 2

017）」が発表されている。一方で、サービ

スの提供体制については、保健医療福祉供

給の違いや精神障害に対する差別・偏見、

および文化・社会的背景の差異を考慮した、

わが国で実施可能なシステムの確立が求め

られている。 

 

（ⅲ）地域特性に対応した早期介入のシス

テム 

 早期相談・介入の社会実装においては、

都市への人口・機能の集中、地方の人口・

産業の減少、少子高齢化、増加する在留外

国人、経済的格差などの、「地域差・地域

特性」の考慮が不可欠である。これらを反

映するモデル地域を設定し、実践の中から

課題を抽出し対応策を検討することが欠か

せない。 

 

1. B. 研究方法 

 本研究をMEICIS（メイシス、Mental h

ealth and Early Intervention in the Co

mmunity-based Integrated care Syste

m）と名付け、地域の特性を踏まえた早期

相談・支援方法について研究・実践を行っ

てきた（図2）。 

 

 

図2 MEICISプロジェクトの実施体制 

 

①「ボーダレス」な広域都市圏では、多文
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化共生の推進を念頭に置き、今後も増加が

見込まれる在留外国人に関する検討・実践

を行った。加えて、構築がすでに進んでい

る「周産期メンタルヘルス」の地域ケアモ

デルの支援・推進も手掛けた（京浜地区、

研究代表者 根本隆洋、研究分担者 辻野尚

久）。 

②地方過疎地域では、遠距離・交通手段の

問題などによる、関係機関同士やそこへの

当事者のアプローチの困難に対して、遠隔

通信システムを用いた機関連携や技術支援、

当事者へのサービス提供を実践した（秋田

県、研究分担者 清水徹男）。 

③都市人口密集地域では、メンタルヘルス

のハイリスクである若年層をターゲットと

した相談機関を、若者が利用しやすい繁華

街に設置し地域連携の拠点とした（東京都

足立区、研究分担者 田中邦明）。 

④都市近郊地域では、程よい対象エリアの

広さや居住人口を考慮してアウトリーチを

取り入れ、公認心理師の役割の検討も踏ま

えて相談・支援を実践した（埼玉県所沢市、

研究分担者 藤井千代）。 

 各モデル地域の詳細は、分担研究報告書

を参照していただきたい。なお、研究の実

施にあたっては、倫理規約に則したプライ

バシーに関する守秘義務を尊重し、匿名性

の保持に十分配慮した。 

 

1. C. 研究結果 

①ボーダレス（広域都市圏）モデル（京浜

地区） 

京浜地区において多数および増加傾向に

ある在留外国人を対象に、早期相談・支援

について検討した。母国外に居住すること

は精神疾患の発症リスクになるが、外国人

の精神保健サービスの利用は少ない。その

ため、在留外国人に向けたメンタルヘルス

の早期相談・支援システムを構築すること

が必要である。 

令和3年度は、ボーダレスに関わる課題と

して在留外国人に関する取り組みを続け、

在留ラテンアメリカ人を対象とした心理相

談会を全国的にも開催し、135件の面談を実

施した。希望者には、その後もオンライン

で月1回の心理相談を継続している。相談会

を通じて、医療通訳の不足や医療機関にお

ける医療通訳の認知度の低さ、在留者コミ

ュニティ内の結びつきは強いものの地域と

の関わりは少なく相談先も周知されていな

いことなどが明らかとなった。 

また、在留ブラジル人高校生および日本

人高校生の計89名を対象に、民族的帰属意

識と異文化適応についての質問紙票調査を

行った。調査結果として、国際移住による

環境の変化やアイデンティティの揺らぎは、

メンタルヘルスに影響を及ぼしており、児

童においては母国語も日本語も十分に理解

できないことが、発達の問題や課題を複雑

にしていることが明らかになった。 

加えて、地域のネットワークの有用性を

検証する一環として、神奈川県鶴見区にお

ける周産期メンタルヘルスの地域ケアモデ

ルに関連した実践や検討を継続し、COVID

-19流行前と流行中に出産した女性を対象

としたメンタルヘルス比較調査を行った。

その結果、COVID-19流行前に比較して流

行中に出産した女性のほうが、有意に不安

が強かった。その要因として、感染するこ

とへの不安だけでなく、社会的サポートへ

のアクセス困難が考えられた。この結果に

ついて国際誌で発表を行った（Takubo et 

al., 2021）。 

 

②地方過疎地 ICT モデル（秋田県） 

秋田県は広大な山地と全国最大の人口減

少率で知られ、若年人口の流出も多く、ま

た全県が豪雪地帯に指定され、全国に先駆

けた深刻な地方過疎問題に直面している。

精神保健福祉窓口についても、公認心理師

や精神保健福祉士がほとんど不在である中、

保健師がその任に当たり、且つ相談業務は

自殺、引きこもり、依存症など多様化し、

対応が困難になりつつあり、相談業務の展

開における地域差も大きくなってきている。

従来型のサービス提供が今後さらに困難に

なる。 

秋田県のような地方において「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム」を構

築することは容易なことではない。広義の

精神障害者のうちでも、特に通常の医療に

はつながりにくいのは PNPCC（persons 

not properly cared in the community）で

ある。PNPCC については市町村が一次予
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防や相談支援の第一次窓口の役割を担うが、

多くの市町村はそれに対応する人材とノウ

ハウを持ってはいない。保健所は管内の市

町村を支援する役割を担う。しかし、保健

所も十分な人材とノウハウを有するわけで

はない。秋田県精神保健福祉センターは、

PNPCC への相談支援の能力・実績を活か

して保健所の「人材育成・体制整備による

ボトムアップ式の『にも包括』ケアシステ

ム構築支援」を目指した。 

令和２年度より保健所の依存症とひきこ

もりに対する相談支援の力を向上させるこ

とを図ってきた。具体的には、①当精神保

健福祉センターが保健所の相談支援に役立

つツールを開発し、その普及啓発のための

研修を行う、②センターの多職種チームが

保健所に赴いて保健所保健師が地域の相談

支援者と共に開催する事例検討会に参加し、

技術支援を行う、③保健所保健師とセンタ

ーをつなぐ ICT 会議システムを導入し、両

者の連携を強化する、の３事業をおこなっ

てきた。その結果、保健所のアルコール依

存症の相談支援についてこの事業の有効性

を示唆する成績が得られた。 

令和３年度にはこの保健所保健師の人材

育成・体制整備事業を「保健所保健師エン

パワメント事業」（以下、「エンパワメント

事業」と略す）と名づけ、「エンパワメント

事業」の有効性を確立するために、「エンパ

ワメント事業の有効性の実証」と「遠隔精

神保健の試み：Akita Mental health ICT 

Network (AMIN) の構築とその有用性の

検討」の 2 つの取り組みを行った（図 3）。 

 

 
図 3 ICT を活用したシステム（AMIN） 

 

ツールの提供、実践研修・ワークショッ

プの開催、出張事例検討会の開催、センタ

ーと保健所をつなぐ ICT システムの導入な

ど、さまざまな手段を用いた保健所の人材

育成・体制整備によるボトムアップ式の「エ

ンパワメント事業」は、保健所の依存症の

相談支援実績を確実に向上させることが実

証された。加えてこの「エンパワメント事

業」は、ひきこもりの相談支援実績をも向

上させることを示唆する成績が得られた。

また、AMIN を個人情報保護に配慮して事

例検討会にも安全に活用する方法を実現し、

「エンパワメント事業」を推進する上での

AMIN の有用性を示した。AMIN は、上記

ワークショップ開催に向けた打合せ、保健

所への技術支援、アルコール依存症支援者

ガイドブックの検証、などに有用であった。

地域の支援者を支援する機材を開発しその

普及を図るとともに、地域保健所における

事例検討を重ねることで、県精神保健福祉

センターと保健所等との連携の気運が高ま

った。 

 

③大都市対面型モデル（東京都足立区） 

令和元年 7 月、若年者に向けた早期相

談・支援窓口として「ワンストップ相談セ

ンター SODA 」（ SODA: Support with 

One-stop care on Demand for Adolescents 

and young adults in Adachi）を足立区内に

開設した。また、ウェブサイトの運営に加

えて、遠隔相談システムや SNS（Social 

Networking Service）を用いた相談や支援

も行った。さらに、令和元年 11 月に東京足

立病院の協力を得て北千住駅前に移転し、

実証的取り組みを行いながらサービスモデ

ルの更なる具体的構築を進めてきた。 

令和 3 年度は、地域のニーズを収集しな

がら実践活動やメディアでの普及啓発活動

を継続した。窓口の継続性・再現性につい

て、研究協力機関（東京足立病院）や自治

体との協議を重ねた。 

SODA のサービスモデルは、①若年者が

物理的・心理的にアクセスをしやすいよう

工夫を取り入れた窓口を地域に開く、②若

年者が困りごとを抱えた際にはどのような

内容でもまずは相談を受け付け、多職種チ

ーム（精神科医、精神保健福祉士、公認心

理師、保健師、看護師などから構成）が状

況を整理して、包括的なアセスメントを行
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う、③精神保健福祉士や公認心理師などが

担当のケースマネージャーとなり、一定期

間にわたり心理社会的支援を実施しながら、

適切な専門機関への橋渡しを行う臨床型ケ

ースマネジメントを実施する、である。こ

れらにより、地域における「ワンストップ・

ネットワーク」の構築を目指した。実装し

た早期相談・支援窓口は、相談利用者から

高い満足度が得られ、また地域の様々な関

係機関からも高いニーズが認められた。相

談・支援の実施により、低下していた全般

的機能に対して一定の改善効果が示唆され

た。窓口の維持継続、ならびに再現普及に

ついて検討や調整を進めてきた。これらの

取り組みについて、国際誌で発表した

（Uchino et al., 2022）。 

 

④都市近郊アウトリーチモデル（埼玉県所

沢市） 

所沢市で実施中の精神障害者アウトリー

チ支援事業においては、精神障害が疑われ

るが未治療である人、何らかの理由で治療

中断した人等、既存の精神医療福祉サービ

スでは対応が困難なケースへの支援を提供

している。チームは看護師、精神保健福祉

士、作業療法士、公認心理師、精神科医師

の多職種で構成されており、利用者のニー

ズに合わせて多様な支援を展開すること可

能である。精神疾患が疑われる未治療者や

治療中断者へのクライシス対応、必要に応

じて心理検査を活用したアセスメント、身

体面のアセスメント、就労支援や居住支援、

家族支援等の多岐にわたる支援を実施した。 

新規登録者 44 名について、3 年間の利用

状況の変化を検討したところ、「ひきこも

り」状況については、59％から 18%に減少

し、「治療中断・未治療」状況については、

59%から 18%に減少、「社会的役割継続の

問題」は 84%から 57%に減少していた。ま

た、支援導入後 1 年間の全体的機能の変化

を WHODAS2.0 で評価したところ、全７カ

テゴリースコアのうち、「認知」「セルフケ

ア」「他者交流」「日常生活（家庭）」「社会

参加」の 5 カテゴリーにおいて統計的に有

意な改善が認められた。 

 

1. D. 考察 

①ボーダレス（広域都市圏）モデル 

取り組みを通じて、在留外国人の中でも
移住先の国にルーツを持つ者は特に民族的
帰属意識が曖昧となり、メンタルヘルスの
不調を抱えやすいことが示された。本邦に
おいて同領域の医学研究は稀少で、実態の
解明は重要課題である。在留外国人とその
家族の増加により「外国につながる子ども」
が増加している。文部科学省の調査では、
日本語指導を要する子どもは 5 万人を超え、
2 万人の子どもが不就学の可能性があるこ
とが明らかとなっている。 
また、コロナ禍において産後女性の不安

が強まっていることを学術的に明らかにし、
ニーズに応じた地域支援体制とネットワー
ク構築の必要性が示された。 
本実践については、ブラジル大使館およ

び総領事館などからの協力も得られ、相談
会開催などについて同機関からコミュニテ
ィへの周知も行われ、全国各地で支援を展
開するネットワークづくりにも貢献した。 
 
③地方過疎地 ICT モデル 

AMIN を用いてセンターと保健所を結ん

だ遠隔事例検討会は、個人情報の保護につ

いて配慮しても対面の事例検討会と同様の

有効性をもつと考えられた。「エンパワメ

ント事業」の有効性を合わせて考えるなら

ば、AMIN は「エンパワメント事業」を推

進する上で大きな役割を果たすものと考え

られる。今回の研究では依存症とひきこも

りに焦点を当てて保健所保健師の相談・支

援能力を向上させる取り組みをおこなった

が、この取り組みは PNPCC に属する他の

メンタルヘルスの問題を抱える相談者に対

しても十分応用可能なものである。保健所

保健師のエンパワメントが進むことで市町

村の「にも包括」構築がより一層促進され、

質の高いものとなることが期待される。 

AMIN はセンターが日常的に行っている

相談・支援の対象を全県に広げることにも

有用である。遠隔地の相談者も支援者とあ

る程度ラポールがついた段階からは AMIN

を利用して遠隔精神保健相談に移行するこ

とが可能になる。 

コロナ禍の元、外出が躊躇される事態が

生じたが、そのような際の相談・支援にも

AMIN を用いて一部の相談を継続できた。

その中には依存症の回復プログラムに参加

中の相談者が含まれていた。 

また、当センターは COVID-19 の際の一
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般県民、罹患者、宿泊療養者、在宅療養者、

クラスター発生の施設従業者などからの相

談・支援にも対応した。今後、COVID-19

に限らずさまざまな新規感染症が世界中で

流行することが予想されている。AMIN の

ような遠隔精神保健のツールはそのような

際にも重要な役割を果たすものとなるだろ

う。 

 
②大都市対面型モデル 

SODA の取り組みは、諸外国で有用性が

示されている「ワンストップ・ケア」の本

邦における新たな試みである。早期に医療

機関に援助希求することの少ない、精神疾

患診断水準の若年者や診断閾値下のメンタ

ルヘルス不調者に対して、SODA が専門支

援・治療への「入り口」として機能するこ

とが示された。 

早期相談・支援窓口を地域で維持するた

めの継続的な経済基盤・人的資源の確保、

組織の位置づけに関する検討を継続し、そ

のなかで、自治体施策への提言なども行い、

早期相談支援サービスの普及とその実務を

担うために、令和 3 年 9 月に東邦大学医学

部精神神経医学講座が主体となり一般社団

法人 SODA を開設した。埼玉県川口市の若

年者早期相談・支援事業の公募に応募し、

令和 4 年 3 月に法人として同事業を受託し

た。6 月の相談事業所開設に向けた準備を

行っている（図 4）。 

 

 
図 4 川口市「若年者早期相談・支援事業」 

 

早期相談・支援の実現において重要と考

えられる「保健と医療の連続した対応」に

は、医学的な見立てや対応が必須であり、

既にある医療機関の人材資源や地域連携の

基盤を活用することが現実的である。

SODA のようなサービスを他地域で展開す

るにあたっては、人材・連携基盤を持つ地

域の民間・公的医療機関の協力を得ること

で可能となると考えられる。具体的な運用

方法に関しては、SODA で行っている早期

相談・支援のノウハウを取りまとめる。ま

た、それらを習得できるような手引きを公

開し、それを用いた研修会を開催する。ま

た、同様のサービス実施に積極的な機関に

対し、全面的な技術支援も行う。ただし、

今後の継続的な社会実装のためには、サー

ビス運営に関わる経済的基盤などの支援の

整備が必要であると考えられる。 

 
④都市近郊アウトリーチモデル 

精神障害者アウトリーチ支援事業におい

ては、サービスの新規導入時は利用者本人

のみならず家族状況など心理社会的背景を

含めニーズアセスメントを徹底し、チーム

内で全ケースレビューを行うこと、定期的

な支援の見直し、既存サービス提供機関と

の積極的な連携などにより、望ましい転帰

につながったものと考えられる。 

既存の医療福祉サービスのみでは対応困

難なケースに対し、市町村が主体となって

アウトリーチ支援を提供することは、精神

障害にも対応した地域包括ケアシステム構

築を推進するうえでも重要であり、今後全

国の市町村に同様の取り組みが普及するこ

とが期待される。 

 

研究・実践2．早期相談・支援につながるI

CTを用いた地域資源情報検索ウェブサイ

トの作成 

 

2. A. 研究目的 

悩みや問題を抱えた人が専門的な相談窓

口に繋がるには、まず相談機関の情報を知

ることが欠かせない。悩みを抱えていると

気付きながらも相談に繋がらない場合、多

くはスティグマが関与していると考えられ

る。しかし、それ以前に「どこに相談すれ

ばいいのかわからない」「相談機関の利用

方法が分からない」という情報の不足が理

由となる場合も少なくない。相談の際には、

近隣の相談機関をネットで検索、あるいは
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自治体のホームページ（HP）から情報を得

る場合も想定される。しかし、自治体のHP

では、基本的に機関名、対応時間、電話番

号という基本情報は掲載されているが、ど

のような相談が可能なのかが明示されてい

ないことが多い。また、自治体によっては

生活面の情報は豊富であるものの、メンタ

ルヘルスに関する機関の情報が少ない場合

も散見される。自治体のHP以外の既存の相

談機関の検索サービスでは、若者を対象に

絞ったものや、高齢者を対象に絞ったもの

等、全ての年齢が対象とは限らないものも

見られる。その他、医療機関や福祉サービ

スの検索システムであれば詳細な情報を得

られるものが多いが、他の領域の検索は行

うことができない。一方で、あらゆる領域

にわたって検索できるサービスは、利用の

仕方によっては検索後の相談機関数が多す

ぎるため、情報の取捨選択が困難になるこ

とが予想される。 

そこで本研究では、相談機関利用の際に

生じうる上記の情報の獲得の問題を解消す

べく、相談機関の利用方法等の基本的な情

報や、取り扱っている相談内容を示した社

会資源マップの作成に着手した。老若男女

が利用でき、対応可能な相談内容が分かり

やすく、地域に密着したあらゆる領域の相

談機関が検索できるマップの作成を目指し

た。 

 

2. B. 研究方法 

現状において、医療機関の情報検索は可

能ではあるが、利用者目線に立った表示方

法や内容は十分でない。精神医療保健福祉

に関する諸資源につき、検索、受診・相談

案内などに容易に結びつく情報検索システ

ムが必要である。 

相談機関は、まず研究の拠点である大田

区より選択した。その上で、何らかの悩み

を抱え、且つ、まだどこにも相談にかかれ

ていない人が相談できる第一選択になるよ

うな機関を選んだ。加えて、子どもから高

齢者まで、そしてあらゆる悩みに対応でき

るよう、多領域から相談機関を抜粋した。

掲載情報については、相談機関を利用しや

すくなるような情報を掲載した。具体的に

は、相談機関名、電話番号、対応時間の他

に、相談形態、対象者、相談できる内容、

アクセス等である。 

 

2. C. 研究結果 

「MEICISメンタル相談室」を作成し、2

022年1月に公開した（https://sodan.meici

s.jp/）（図4）。当該検索サービスでは、研

究対象地域ごとに、相談内容の領域を合わ

せて検索が可能である。現在検索可能な地

域は大田区、および鶴見区における周産期

メンタルヘルスに関するものである。 

 

 

図4 MEICISメンタル相談室ウェブサイト

（https://sodan.meicis.jp/） 

 

本サイトにおける相談内容の領域（大田

区）としては、「こころとからだの相談」

「子どもの相談」「虐待」「子ども（未就

学児）の発達が気になる」「子どもの非行」

「女性相談・男女平等」「配偶者からの暴

力（DV）」「犯罪被害」「人権相談」「労

働相談」「高齢者の相談」の11領域として

きた。相談内容の領域を具体例とともに示

しているため、各機関でどのような相談が

できるのかをイメージがしやすい仕様とな

っている。さらなる利便性の向上のため、

相談内容の領域の整理を適宜行っている。
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具体的には、相談ニーズが高まっていると

思われる、「発達障害」や「在日外国人の

方の相談先」という領域の追加も行った。 

 

2. D. 考察 

京浜地区における情報検索システムの構

築プロセスを中心に据え、システムにおけ

る相談機関情報の取得（機関の選択や許諾）

や提示方法（相談者目線に立ったユーザー

インターフェイス, user interface, UI）の

ノウハウを得た。それらを今後の各地での

「にも包括」や早期相談・支援の構築に役

立てることができる。このようなウェブサ

イト作成の過程や利用者のフィードバック

情報から、早期相談・支援を求めるユーザ

ーの目線に立った表示方法や有用な内容に

関する情報を得ることができると考えられ

た。 

 

 

E. 総括的結論 

本研究成果の行政的意義として、「精神障

害にも対応した地域包括ケアシステム」に

おいて、早期相談・支援の概念とサービス

の導入および実装が必須であることが明ら

かとなった。若年者のメンタルヘルス問題

には、精神保健医療福祉分野のみならず、

行政・民間を含めた多領域に跨る対応が求

められ、これを実施せしめる施策が必要と

考えられた。 

また、「精神障害にも対応した地域包括

ケアシステム」の主体は市区町村であるが、

そのためには市区町村の精神保健を支える

保健所などのエンパワメントが、特に地方

部において欠かせない。多職種チームを有

する都道府県の精神保健福祉センターが、

ICT を用いることで保健所を様々に支援で

きることが実証された。ICT は遠隔精神保

健の有用な基盤であるといえる。その基盤

を生かすためには、各保健所が精神保健福

祉センターに求めるニーズを全国的に明ら

かにしていくことが必要である。ニーズが

明確でなければ容易には繋がらないと考え

られた。 

また、コロナ禍で足踏みしたものの、今

後再び在留外国人は増加していくことが見

込まれる。本研究から、若年の在留外国人

がメンタルヘルスの不調を抱えながらも適

切なサービスにアクセスしていないことが

明らかとなり、精神保健医療サービスを在

留外国人にも対応した形に整えることが重

要であることが示された。様々なニーズに

対して、アウトリーチの活用も検討されう

る。 

相談機関の情報周知においては、相談カ

テゴリーや対応できる相談の具体例の設定、

機関の詳細情報の掲載という、ユーザーイ

ンターフェース（UI）を考慮した構成がモ

デルになると考えられる。 

今後、市区町村が主体となり構築してい

く「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム」において、地域特性を考慮した早

期相談・支援の仕組みを導入し実装してい

くことは、同システムを有効・有用に、そ

して持続可能に運用するために不可欠であ

るといえる（図 5）。 

 

 
図 5 地域特性に応じた早期相談・支援サ

ービスの導入 

 

足立区サイトでは、若年者の集中する大

都市部に、若者に特化した相談・支援窓口

を社会実装した。メンタルヘルスの不調を

含む多種多様な困難に対応可能な、専門支

援・治療の「入り口」は、地域におけるニ

ーズが非常に高く、その普及が望まれる。

実際的な運用に関しては、行政と民間の協

力のもと、地域特性に応じて既存の社会資

源を有効に活用する必要がある。 

秋田県サイトでは、地域特性を考慮した

有用なツールの開発とその使用法の講習、

多職種チームが保健所に出向いて行う事例

検討会などが、保健所と県センターとが繋
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がるニーズを生み出すものであることを明

らかにした。ニーズが顕在化すると、ICT

を活用した事例検討開催の要望が保健所か

ら県センターに出されるようになる。遠隔

精神保健を含む両者の連携の進展により、

保健所の支援能力は確実に向上するものと

考えられた。 

所沢市サイトの活動を通じて、アウトリ

ーチ支援チームが保健・医療・福祉を含む

包括的なケースマネジメントに寄与するこ

とが示され、その「手引き」の作成と配布

の必要性が示された。 

在留外国人のメンタルヘルス施策におい

て、ニーズにあったサービスを提供し実践

していくためには、年代や地域による特性

だけでなく、民族的帰属意識をも考慮した

検討を行うことにより、多様な背景をもつ

在留外国人との共生社会を着実に築くこと

ができると考えられた。 

また、悩みを抱えた人が早期に相談に繋

がるためには適切な情報収集が必要だが、

「MEICIS メンタル相談室」のような地域

に根差し、かつ UI を考慮したシステムが、

今後の参考になると考えられる。 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム」は、国連が SDGs に掲げる「誰一

人取り残さない」という理念を共有するも

のであり、地域特性とも関連する多様

（diverse）なニーズに応え、利用しやすい

（accessible）システムを、高い有効性と有

用性が期待される早期段階（mental health 

and early intervention）をその中心に据え

て構築することが不可欠であると、本研究

は結論付ける。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし。 
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子, 塩澤拓亮, 辻野尚久, 藤井千代, 清水徹

男, 水野雅文, 田中邦明, 根本隆洋：大都市

部における若年者早期相談・支援窓口の実

践―ワンストップ相談センターSODAの取

り組み. 第117回日本精神神経学会学術総

会, 京都, 2021/09 

6. 田久保陽司, 辻野尚久, 根本隆洋：妊娠

中の女性のメンタルヘルスと表情認知機能

障害の関連. 第20回精神疾患と認知機能研

究会, 東京（Web）, 2022/02 

 

３．その他 

1. 内野敬：メンタルのこと、あれっと思っ

たら早めに相談しませんか？―精神疾患の

早期支援に関する最近の話題―. 東京都 

令和3年度若者社会参加応援事業登録団体

交流会, 足立区, 2021/07 

2. 根本隆洋：防災とこころのケア 職員の

こころのケア. 令和3年度大田区官学連携

人材育成講座, 大田区（Web）, 2021/09 

3. 根本隆洋：防災とこころのケア 避難者

のこころのケア. 令和3年度大田区官学連

携人材育成講座, 大田区（Web）,  2021/0

9 

4. 根本隆洋：精神障がい者のリカバリーと

それを支える医療について. 精神障がい者

と家族のための市民公開講座, 東京（Web）,

 2021/11 

5. 内野敬：思春期のメンタルヘルスと精神

疾患の基礎を知り、早めの相談につなげよ

う～コロナ禍における学校のメンタルヘル

ス～. 東京都 都立学校における専門医派

遣事業（精神科）講演会, 新宿区, 2021/12 

6. 根本隆洋：精神障害にも対応した地域包

括ケアシステムにおける早期相談・支援の

実装と早期段階でのルラシドンへの期待. 

一般社団法人東京精神神経科診療所協会W

eb例会/第70回精神科外来薬物療法研究会, 

東京（Web）, 2021/12 

7. 根本隆洋：若者のメンタルヘルス～足立

区におけるSODAの取り組み～. 令和３年

度 多摩区精神保健福祉連絡会議 講演会, 

川崎市多摩区（Web）, 2022/01 

8. 根本隆洋：地域包括ケアシステムにおけ

る精神科早期介入の導入と実践. 千葉県精

神神経科診療所協会共催Web学術講演会, 

Web, 2022/01 

9. 山口英理子：メンタルヘルスから見る在

留外国人との共生社会. Web市民公開講座

～メンタルヘルス～, 東京（Web）, 2022/

03 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 なし。 

２．実用新案登録 

 なし。 

３．その他 

 商標登録：1件取得（商標：SODAが202

1年7月1日に登録された。登録第6409677

号）。 
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